
食料安全保障強化政策大綱（案）のポイント
○ 本政策大綱では、令和４年度第２次補正予算で措置された食料安全保障構造転換
対策を中心に、食料安全保障の強化のための重点対策を位置付け、継続的に実施。

○ 令和５年度中の改正案の国会提出も視野に入れた食料・農業・農村基本法の見直し
の検討結果を踏まえ、本政策大綱も必要に応じて施策の見直し。KPI（成果目標）に
ついても随時改善。

1 食料安全保障の強化に向けた構造転換の実現
（１）食料生産に不可欠な肥料、飼料等を、国内資源の活用等へ大きく転換

➢ 堆肥・下水汚泥資源の肥料利用拡大、堆肥等の広域流通、肥料原料の備蓄等
により、肥料の国産化や安定供給を確保するための対策の実施

➢ 耕畜連携による国産飼料の供給・利用拡大、養殖飼料（魚粉）の国産化の推進
➢ 園芸から酪農畜産、林業、水産業まで、幅広く省エネ技術の導入加速化 等

（２）安定的な輸入と適切な備蓄と組み合わせながら、過度な海外依存からの脱却

➢ 水田を畑地化し、麦・大豆等の本作化の促進

➢ 輸入小麦に代わって、国内生産が可能な米粉の生産・利用の拡大支援

➢ 食品事業者における国産切替えなどの原材料の調達安定化の推進 等

２ 生産資材等の価格高騰等による影響の緩和
（１）農林水産業の経営への影響の緩和

➢ 肥料、配合飼料、燃料の高騰へ対応 ➢ 日本政策金融公庫による資金繰り支援

（２）適正な価格形成と国民理解の醸成
➢ 国民理解醸成に向け情報発信 ➢ 食品ロス削減・フードバンクへの支援 等

等

Ⅰ 食料安全保障強化のための重点対策

Ⅱ 新しい資本主義の下で講ずる他の主要施策

１ スマート農林水産業等による成長産業化
➢ スマート農林水産業の展開と実装に向けたサポート体制の強化 等

２ 農林水産物・食品の輸出の促進
➢ 2025年の輸出額２兆円目標の前倒し達成に向けて、輸出産地の形成、品目団体
の認定、輸出支援プラットフォームの設立 等

３ 農林水産業のグリーン化
➢ みどりの食料システム戦略の実現に向けて、堆肥・下水汚泥資源の使用量倍増、堆肥
の広域流通、オーガニックビレッジの創出、エリートツリーの活用・国産材の安定供給 等
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